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幼保企画課

３歳児利用に係る特例給付について

＜概要＞
地域型保育事業（小規模保育事業Ａ型・Ｂ型、事業所内保育事業（地域枠））を利用する保育認定を受けた子どもは「満３歳を迎えた年度末まで」の利用が原則（※１）ですが、満３歳を迎えた年度を超えてもなお、受け入れ先の確保が困難な場合については、満４歳を迎える年度中に受入先を確保することを基本として、市町村がやむを得ないと判断する場合（※２）に限り引き続き利用することが可能となっています。（利用に関しては、３号認定の範囲内での受入が原則）
※１　なお、令和６年４月１日付入所より、小規模保育事業において、特別支援保育を利用する児童の継続入所（３～５歳児クラス）ときょうだい児の継続入所（３歳児クラスのみ）が可能となりました。
※２　本市では4月1日付利用申込を行ったにも関わらず、卒園後の受け入れ先が決定しない場合に、特例給付による利用継続を可能としています。

○給付費
・「地域型保育給付の基本分単価（１・２歳児）」
⇒「地域型保育給付の基本分単価（１・２歳児）」に以下の割合を乗じて得た額
	事業名
	３歳児
	４歳以上児

	小規模保育事業Ａ型
	65/100
	60/100

	小規模保育事業Ｂ型
	65/100
	60/100

	事業所内保育事業（小規模型）
	65/100
	60/100

	事業所内保育事業（保育所型）
	55/100
	45/100


　　※ただし、各月初日における満３歳以上児の利用が利用定員の３割未満の場合、または３割以上となってもやむを得ないと仙台市が認める場合は、「基本分単価（１・２歳児）から給食材料費相当額（7,500円）を控除した額」とする。（事業所内保育事業（保育所型）を除く。）上記の場合において、副食費徴収免除対象子どもについては算定した額に4,500円を加えた額とする。
・加算分・調整分については変更なし

○利用者負担額等の徴収
　・３歳以上児の利用者負担額（保育料）は無償となります。新たに無償化のための認定の手続きは不要です。
　・食材料費は無償化の対象外です。各施設が利用者から直接徴収してください。
　　　※ただし、副食（おかず・おやつ等）の費用については、一定の基準を満たす場合に徴収免除等の取り扱いがあります。
○その他
・３歳以上児の受け入れにあたっては、運営規程や重要事項説明書等の内容を確認のうえ、必要に応じて修正し、保護者の同意を得てください。（主食費・副食費等）
　・なお、運営規程を変更した場合は、幼保企画課へ認可事項変更届および確認事項変更届を提出する必要があります。


連絡先　（制度について）
幼保企画課　℡022-214-8753
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（給付費・利用者負担額について）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定給付課　℡022-214-8524







（参考）
◎特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について（令和5年5月19日こ成保38・5文科初第483号）別紙10
Ⅳ(1)特定利用地域型保育の実施基準
特定利用地域型保育に係る特例地域型保育給付費については、以下のような事情がある場合で、市町村が必要と認めた場合において支給することができるものであること。なお、２号認定子どもを受け入れる際には集団での遊びの種類や機会に課題がある点に留意が必要であることから、適切に集団での遊びの種類や機会を確保できるよう、工夫、配慮すること。
ⅰ 支給認定保護者が居住する地域に保育所又は認定こども園が無い場合。
ⅱ 特定地域型保育事業を利用する３号認定子どもが、年度の途中で満３歳を迎えて認定区分が２号となったが、地域において２号認定に係る利用定員に空きがない場合に当該年度内において、引き続き特定地域型保育事業を利用する場合。この場合において、満３歳を迎えた年度を超えてもなお、保育所や認定こども園の利用が困難な場合については、満４歳を迎える年度内に受入先を確保することを基本として、市町村が真にやむを得ないと判断する場合に限り、特定地域型保育費を支給することができるものであること。
ⅲ 保育認定を受けた事業主が雇用する労働者の子どもが、保護者の希望により満３歳以降も、引き続き利用する場合。なお、この場合においては、雇用する労働者に係る利用定員の範囲内での受入が原則であること。
ⅳ 集団生活を行うことが困難である場合。
ⅴ 上記の他、保育の体制整備の状況その他の地域の事情を勘案して、満３歳以上の幼児の
保育が必要な場合。

